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上場維持基準（流通株式時価総額）への適合に向けた計画（改善期間入り）について 

当社は、2026年４月 30日時点において、東京証券取引所グロース市場における上場維持基準に適合しない

状態となりました。下記のとおり、上場維持基準への適合に向けた計画を作成しましたので、お知らせいたし

ます。 

記 

1. 当社の上場維持基準への適合状況及び計画期間

当社の2026年４月30日時点における東京証券取引所グロース市場の上場維持基準への適合状況は下

表のとおりとなっており、流通株式時価総額については基準に適合しておりません。

東京証券取引所の上場維持基準に基づくと、不適合要件について次の基準日である2027年４月30日

までの改善期間内に基準に適合しない場合には、東京証券取引所より監理銘柄（確認中）に指定され、

その後、当社が提出する2027年4月30日時点の分布状況表に基づく東京証券取引所の審査の結果、流

通株式時価総額基準に適合している状況が確認されなかった場合には、整理銘柄に指定され、2027年11

月１日に当社株式は上場廃止となります。 

当社は、改善期間の2027年４月末日までに、今回不適合となった流通株式時価総額基準を充たすため

に、上場維持基準への適合に向けた各種取り組みを早期に進めてまいります。 

株主数 

（人） 

流通株式数 

（単位） 

流通株式時価総額 

（百万円） 

流通株式比率 

（％） 

当社の状況 

（基準日時点※） 
1,018 8,731 325 25.5 

上場維持基準 150 1,000 500 25.0 

適合状況 適合 適合 不適合 適合 

計画期間 ― ― 2027年４月末日 ― 

※ 当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもと

に算出を行ったものです。



 

2. 上場維持基準への適合に向けた取り組みの基本方針 

当社は、東京証券取引所グロース市場における「流通株式時価総額」の適合に向け、「時価総額の向

上」を基本方針に、業績の向上及び安定化を図ることで株価を向上させ、上場維持基準に適合するよう

目指してまいります。 

 

3. 課題及び取り組み内容 

(１) 課題 

流通株式時価総額が基準を下回っている理由につきましては、2026年３月にお知らせしましたとお

り、2026年４月期の当社の業績（売上高・営業利益等の利益）が大幅な下方修正をおこなったこと、

上場以降当社の事業内容や成長性を十分にご理解いただくための情報発信が不足していたことが主な要

因であると認識しております。 

 

(２) 取組内容 

① 業績回復 

時価総額の向上にあたり最も重要なのは、安定した財務基盤の確保と早期の業績回復であると認識し

ております。 

当社は、2025年４月期、2026年４月期と２期連続で業績未達及び赤字を計上するという厳しい状況

を受け、2026年７月29日に公表した「事業計画及び成長可能性に関する事項」に記載のとおり、企業

理念に立ち返りつつ、中長期的な競争優位性の再構築に取り組んでおります。具体的には、「信頼回復

とガバナンス強化」「主力サービスの再定義と顧客基盤の拡張」「収益モデルの変革」「アライアンスに

よるスケール戦略」「現場力の底上げ」の５つを重点戦略に掲げ、構造改革を推進しております。特に

2027年４月期においては、NOVAホールディングス株式会社（以下「NOVAホールディングス」）との協

業を通じて、「収益モデルの変革」「アライアンスによるスケール戦略」「現場力の底上げ」を一層強化

し、収益基盤の再構築と企業価値の向上を図ることで、上場維持基準（流通株式時価総額）への早期適

合を目指してまいります。 

また、当社は、こうした戦略を推進するため、2025年５月に、いなよしキャピタルパートナーズ株

式会社を割当先とする約5.8億円の第三者割当増資を実施するとともに、NOVAホールディングスとの

間で資本業務提携契約を締結いたしました。さらに、2026年６月にNOVAホールディングスが実施した

当社株式に対する公開買付けにより、同社は当社の親会社となり、両社の連携体制は一層強化されまし

た。 

今後は、NOVAホールディングスグループが有する全国規模の教室ネットワーク及び教育関連事業と

の連携を通じて、当社の販売チャネルの拡大及びプロダクトの共同開発を進めてまいります。さらに、

同グループ内で開発・実証したサービスを外部顧客へ展開することにより、新たなBtoB収益機会を創

出し、スケーラブルな成長モデルの確立を目指してまいります。 

これらの取り組みにより、安定的な収益基盤の確立と事業成長の加速を実現し、企業価値及び時価総

額の向上を通じて、上場維持基準への早期適合を目指してまいります。なお、各施策の詳細につきまし

ては、2026年７月29日に公表しております「事業計画及び成長可能性に関する事項」をご参照くださ

い。 

 



② 情報発信 

株主の皆様との信頼関係の再構築と株価の適正な評価に向けては、開示体制及びIR活動の強化が不

可欠であると認識しております。業績見通しや中期的な戦略に関する開示の頻度及び内容の充実に取り

組むことで、従来以上に当社の事業内容や成長性を十分にご理解いただけるよう、タイムリーかつ分か

りやすい情報発信に取り組んでまいります。 

以上 


